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未成年喫煙ゼロを達成するための提言

淡路医師会

会長　三根　一乗

貴下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

淡路医師会（洲本市医師会・津名郡医師会・三原郡医師会）において、本年1月から3月にかけて、健康ひょうご21県民運動実践活動等助成研究として淡路島内の小中高校等全90校、児童生徒約1万9千人を対象に実施した「淡路圏域における未成年喫煙防止のための小・中・高校等の児童・生徒および学校の喫煙状況調査」についての別添報告書をまとめました。一方、兵庫県保健医療計画・淡路圏域推進方策（アクションプラン）においては、2010年に未成年喫煙をゼロにするという目標をたてております。淡路医師会の今回の研究においては、未成年喫煙の看過できない実態が明らかにされましたが、他方、「未成年喫煙ゼロ」を達成するための重要な知見を得ましたので、ここに以下の提言をさせて頂きます。

1． 淡路島内の学校敷地内を全面禁煙として下さい

淡路島の児童・生徒が学校で受動喫煙をさせられている割合が小学校で3割、中高校で5割もあります。非喫煙教師が受動喫煙させられる割合に至っては、中高校で8～9割にもなります。学校からの意見には和歌山のように学校敷地内を禁煙にして欲しいとか、2010年までに予定している敷地内禁煙を繰り上げて実施して欲しいという要望が複数書かれております。子供たちの健康をまもるため、教育の場としての範を示すため、そして健康増進法第25条を遵守するために、和歌山県、茨城県のように淡路島内の学校敷地内を全面禁煙として下さい。禁煙にしている学校の生徒の喫煙率は9.5%、喫煙対策をとってない学校の生徒の喫煙率は30.1%、中間的な対策をとっている学校では21.0%という外国のデータもあります。

2． 屋外タバコ自販機を撤去し、対面販売においても未成年に売らないことを徹底して下さい

淡路島の中高生喫煙者の7割が屋外のタバコ自販機で購入したと答えています。また、高校生喫煙者の2～3割はコンビニやタバコ店の対面販売においてタバコを購入していると答えています。子供にタバコを安易に販売している現在の環境を大きく変えない限り、2010年の未成年喫煙ゼロの目標は達成不可能です。

3． 学校、特に小学校低学年における喫煙防止教育の実施を徹底して下さい

今回の調査では、淡路島の小学校における喫煙防止教育実施率は4割しかありませんでした。特に小学校低学年では、14％が「タバコに害はないか大したことない」または「わからない」と答えていますが、すでにこの年代で7％に喫煙の経験があると答えています。タバコの害がわからないまま、試し喫煙を始め、中高生ではすでにタバコをやめたくてもやめられない子供がいます。これが現在の妊婦喫煙の急増にもつながっており、いまや妊娠初期には妊婦の4人に1人が喫煙している状況であり（洲本市の調査結果）、妊婦喫煙との関係が深い、乳幼児突然死症候群等の増加が非常に懸念されています。このような無知から来る不幸を防ぐため、特に小学校低学年における喫煙防止教育の実施を徹底して下さい。

子供たちの将来のため、淡路島民の命と健康を守るために、また、淡路島の医師会としての使命をまっとうするため、以上の提言をさせて頂きます。

以上

